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　わが国経済は２０年度に入り、原油価格の世界的な高騰による国内物価の上昇に加え、アメリカの住

宅ローンによる金融破綻に端を発した世界同時不況による需要の冷え込みや円高による輸出の鈍化等

により、急激に後退局面に陥った。国においては、このような経済の急激な落ち込みに対応するため、

相次いで経済対策を打ち出している。

　本県においても、年明け早々に、中小企業への金融支援強化や雇用創出などを盛り込んだ緊急経済

雇用対策をとりまとめ、切れ目のない経済対策に力を注いでいるところである。

　このような経済情勢のなか、県及び関係機関との連携を密にしながら、「資金・設備貸与」、「販路開

拓」、「新事業創出」、「情報化支援」、「経営革新」、「技術開発」等の支援事業に取り組んできた。

　主な事業として、総務企画部では、県から借り入れた資金を長期運用し、県内中小企業の雇用対策

等その振興に必要な事業の財源を確保をする「中小企業・雇用対策推進費造成等事業」を行った。ま

た、「中小企業金融円滑化事業」では、中小企業が必要とする事業資金の円滑な調達を支援するため、

中小企業者の信用保証料の一部を助成するとともに、最近の保証動向、融資動向、中小企業向け融資

制度の在り方等について検討した。

　設備資金貸付事業並びに設備貸与事業では、設備投資マインドが低調なことから前年実績を下回っ

た。このような状況の中、小規模企業者の新エネ、省エネ、省資源設備導入を支援するため、設備貸

与事業に省エネ枠を創設し支援強化を図った。

　創造的中小企業創出支援事業においては、投資実行後のベンチャー企業を支援する「フォローアッ

プ事業」、また、「ベンチャー企業ステップアップ資金支援事業」を利用する企業を支援するため、専

門家による指導やステップアップ計画を承認した。

　企業振興支援部の企業振興事業では、県内ものづくり企業の取引拡大と取引の円滑化を図るため、

広域商談会の開催や大都市圏の県外企業への発注開拓、地場産業展示会への出展支援や中小企業総合

展において県内企業の紹介等を行った。また、地域産業の活力となる起業家の輩出を促進するため、

起業家人材を育成するための講座を開講した。

　経営支援事業では、創業者、ベンチャー、経営革新等を目指す中小企業者の経営を支援するため、

経営の診断・助言、相談、販路開拓、研修及びセミナー等を実施した。

　また、頑張る中小企業を応援する「徳島県経済飛躍のための中小企業の振興に関する条例」の強力

な推進エンジンとして、１２５億円の「とくしま経済飛躍ファンド」を運用し、LED をはじめ地域資源

を活用した新製品開発などの先進的な取組を支援するとともに、農商工連携による新たな領域からの

事業創出を図るなど、地域経済の活性化を促進した。

　情報支援部では、中小企業に役立つ経営情報や技術情報を収集・提供するとともに、中小企業の IT

化を支援するための研修、SOHO 事業者への小規模オフィスの提供等を実施した。

　産学連携推進部では、健康・医療クラスター形成を促進するため、クラスター本部を設置し、糖尿

病克服を目指す研究開発を行う大学等の研究開発機関及びその事業化を目指す地域企業の活動を支援

した。

平成２０年度事業報告
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　⑴　役員会等開催

　　①　理事会

１　総務事項

　　②　評議員会

議　　　　決　　　　事　　　　項開　　催　　日回　次

財団法人とくしま産業振興機構役員の選任について平成２０年４月１日臨時１

平成１９年度事業報告について

平成１９年度収支決算について

平成２０年度変更事業計画並びに収支補正予算について

平成２０年５月２９日通常１

財団法人とくしま産業振興機構理事の選任について平成２０年６月１９日臨時２

平成２０年度変更事業計画並びに収支補正予算について

平成２１年度事業計画並びに収支予算について

役職員給与規程の一部改正について

財団法人とくしま産業振興機構の理事の選任について

平成２１年３月２７日通常２

議　　　　決　　　　事　　　　項開　　催　　日回　次

財団法人とくしま産業振興機構評議員の選任について平成２０年４月１日臨時１

平成１９年度事業報告について

平成１９年度収支決算について

平成２０年度変更事業計画並びに収支補正予算について

平成２０年５月２９日通常１

平成２０年度変更事業計画並びに収支補正予算について

財団法人とくしま産業振興機構評議員の選任について
平成２０年７月１０日臨時２

平成２０年度変更事業計画並びに収支補正予算について

平成２１年度事業計画並びに収支予算について

役職員給与規程の一部改正について

財団法人とくしま産業振興機構の評議員の選任について

平成２１年３月２７日通常２

　　③　監査等

事　　　　　　　　　　　　　　項開　　催　　日回　次

監事による平成１９年度事業及び収支決算について監査平成２０年５月１９日１

平成２０年度財政的援助団体等監査（平成１９年度）平成２０年１２月２２日２
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　⑴　中小企業・雇用対策推進費造成等事業（１０,８００千円）

　　　県から資金を借り入れ、国債、政府保証債、公募地方債により運用し、県が行う中小企業・雇

用対策等の事業の実施に必要な運用益を確保した。

　　　　　　　運用額　　３６，７４２，９２２，１７９円（額面３６，７５６，６００千円）

　　　　　　　運用益　　　　　４６４，０３２，８２０円

　⑵　中小企業金融円滑化事業（２０５,９７６千円）

　　　県内中小企業者が必要とする事業資金の調達の円滑化を図り、その振興発展に資するため、中

小企業者の信用保証料の一部を助成するとともに、最近の保証動向、融資動向及び中小企業向け

融資制度のあり方等を議題に、「中小企業金融円滑化検討委員会」を２回開催した。

　　　　　　　平成２０年度助成金

２　総務企画部

金　　　　　　　額区　　　　　分

１９６，７９６，９５６円通 常 分

２，５９４，６７８円災 害 分

３６１，０５２円ア ス ベ ス ト 分

７２３，９３７円県産ブランド維持分

２００，４７６，６２３円合　　　　　計
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　⑶　設備資金貸付事業

　　　平成２０年度の貸付申込みは、９企業、１０８,９８０千円であり、前年度に比べると件数で１企業の

増加、金額で７４,９７５千円の減少となった。貸付決定状況は、７企業、８４,１３０千円で前年に比べ

件数で１企業、金額で９９,８１０千円の減少となった。貸付状況を業種別にみると、運輸業４４,３３０

千円、建設業１２,０００千円、製造業１０,７６０千円の順となった。

事　業　実　績当　初　予　算

８４,１３０２００,０００

貸付率（％）貸　　付申　　込
業　　種

金　額台数件数金　額台数件数金　額台数件数

農 林 水 産 業

１００.０１００.０１００.０９,４５０１１９,４５０１１鉱 業

１００.０１００.０１００.０１２,０００１１１２,０００１１建 設 業

５２.１６６.７６６.７１０,７６０２２２０,６６２３３製 造 業

８１.３６６.７６６.７４４,３３０２２５４,４９５３３運 輸 業

卸 売 業

６１.３７３.９１００.０７,５９０１７１１２,３７３２３１小 売 業

サ ー ビ ス 業

そ の 他

７７.２７４.２７７.８８４,１３０２３７１０８,９８０３１９合 計

人 員 協 議 関 係審　　査　　委　　員　　会

承　認　日件　数金　額件　数開　催　日回　数

１２,０００１平成２０年５月２８日１

４０,０００１平成２０年７月２５日２

３,１５０１平成２０年９月２６日３

３９,３３５４平成２０年１１月２８日４

平成２１年２月１０日１１４,４９５２平成２１年２月３日５

１１０８,９８０９計

　　　　業種別申込・貸付状況表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　①　事業資金　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　②　審査委員会開催状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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　⑷　設備貸与事業

　　　平成２０年度の設備貸与事業においては、７企業１０７,３０１千円の申込に対し、４企業、５１,２９０

千円を決定した。決定状況としては、前年に比べ企業数で３企業、金額で２５,１８０千円の減少と

なっている。

　　　決定を業種別でみると、製造業３１,２９０千円、その他２０,０００千円の順となっている。制度別で

は、リースのみの５１,２９０千円となった。

　　①　事業資金

計
貸 付 未 収 金貸付未収損害賠償金

区　　　　　分
金　　　額件　数金　　　額件　数

１０,０８５,０００１,８８５,０００１８,２００,０００２平 成 ２０ 年 度 期 首

１,５２６,０００１,５２６,０００１００発 生

１,３３４,０００９４４,０００１３９０,０００１期 中 新 規 発 生

０００００期 中 繰 上 償 還 発 生

１４０,０００△１４０,０００（１）００回 収

１,０６４,０００△９４４,０００１△１２０,０００１全 額 回 収

１１,７４１,０００３,２７１,０００１８,４７０,０００２平 成 ２０ 年 度 期 末

借入合計借入金額借　入　日契約締結日区　　分

９０,０００
５０,０００平成２０年９月３０日平成２０年９月１日

徳島県
４０,０００平成２１年３月１０日平成２１年２月１３日

事 業 実 績補 正 後 予 算当 初 予 算
事　業　資　金

５１,２９０２００,０００６００,０００

０１００,０００４００,０００割　　　　　賦
内訳

５１,２９０１００,０００２００,０００リ　　ー　　ス

　　③　債権管理 （単位：円）

　　④　借入金 （単位：千円）

　　　　《国助成分》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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　　　ア　業種別申込・決定状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

貸与決定率（％）貸　　　与申　　　込
内　　訳業　　種

金　額台数件数金　額台数件数金　額台数件数

割　賦制
度
区
分農林水産業 リース

計

割　賦制
度
区
分鉱 業 リース

計

０.００.００.００００２７,８２５２１割　賦制
度
区
分建　設　業 リース

０.００.００.００００２７,８２５２１計

割　賦制
度
区
分製　造　業 ６８.５６０.０７５.０３１,２９０３３４５,６７５５４リース

６８.５６０.０７５.０３１,２９０３３４５,６７５５４計

割　賦制
度
区
分運　輸　業 リース

計

割　賦制
度
区
分卸　売　業 リース

計

割　賦制
度
区
分小　売　業 リース

計

０.００.００.００００３,８７６２１割　賦制
度
区
分サービス業 リース

０.００.００.００００３,８７６２１計

割　賦制
度
区
分そ　の　他 ６６.８１００.０１００.０２０,０００１１２９,９２５１１リース

６６.８１００.０１００.０２０,０００１１２９,９２５１１計

０.００.００.００００３１,７０１４２割 賦

６７.８６６.６８０.０５１,２９０４４７５,６００６５リ ー ス

４７.８４０.０５７.１５１,２９０４４１０７,３０１１０７合　　　　計
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　　②　審査委員会開催並びに貸与契約状況

　　　　《国助成分》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

協　議　関　係貸　　与　　契　　約審　査　委　員　会

承認年月日件数金　額件数契約年月日開　催　日回

２０,７９０２平成２０年６月５日平成２０年５月２８日１

１０,５００１平成２０年１２月９日平成２０年１１月２８日４

平成２１年３月１１日１２０,０００１平成２１年３月１１日平成２１年３月６日６

１５１,２９０４計

（注）件数：延べ件数

借入合計借入金額借　　入　　日借入契約締結日区　　　分

２５,６４５２５,６４５平成２１年３月３１日平成２１年３月１２日徳　島　県

２５,０００２５,０００平成２１年３月３１日平成２１年３月３０日㈱徳島銀行

　　③　借入金

　　　　《国助成分》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　④　指導事業等

　　　　貸与企業に対して、指導育成の立場から技術面について、次のとおり事後指導を行った。

　　　　○技術指導を徳島県立工業技術センターへ依頼し実施（２５企業）

　　⑤　債権管理

　　　　平成２０年度末の債権未収状況は、国助成分では未収発生が回収を上回り期中の未収増が

６,５０５万円余となり、未収残高は４億４,１０２万円余となった。

　　　　県単独分では、回収により期中の未収減が２４０万円余となり、未収残高は９,９５３万円余と

なった。

　　　　（詳細次頁）
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　⑸　償還支援事業

　　　中小企業高度化資金等の円滑な償還を図るとともに、中小企業経営の安定に資するため償還準

備金積立要領に基づき積み立てるとともに、それぞれの期日に従い県へ償還した。

金　　　　額

９９,６４０,０００

４４２,５０８,６５９

４１４,３４２,０００

８６０,６１１,６５９

９５,８７９,０００

期 首 預 金 額

手 形 決 済 額

口 座 振 込 額

償 還 額

期 末 預 金 額

　　　ウ　預金等　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

金　　　　額枚　　　　数金融機関

３３６,５５０,０００

４３２,８８４,１９９

１９５

１４３

阿 波 銀 行

徳 島 銀 行

７６９,４３４,１９９３３８計

　　　　　（管理状況）　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２１年３月３１日現在（単位：枚，円）

　　　　　（管理状況）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２１年３月３１日現在（単位：円）

計普 通 預 金定 期 預 金金 融 機 関

９０,０９５,６６０

５,７８３,３４０

９５,６６０

７８３,３４０

９０,０００,０００

５,０００,０００

阿 波 銀 行

徳 島 銀 行

９５,８７９,０００８７９,０００９５,０００,０００計

期末企業数
年度中の増減

期首企業数
完了（減）新規（増）

３５２０３７

　　　ア　企業数

金　　　　額枚　　　　数

１,１２３,７５５,９３５

１５０,４１１,９２３

６２,２２５,０００

４４２,５０８,６５９

７６９,４３４,１９９

３３６

１４９

９

１３８

３３８

期 首 預 り 手 形 額

手 形 預 り 額

手 形 組 戻 額

手 形 決 済 額

期 末 預 り 手 形 額

　　　イ　受取手形　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：枚，円）
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金　　　額年　　　月

４,５２３,０００

１５０,０００

２０,１３８,０００

１４５,０００

５３,０００

６２,０８８,０００

１５３,０００

１４０,０００

５,６９０,０００

１３５,０００

７６７,３４６,６５９

５０,０００

平成２０年４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

平成２１年１月

２月

３月

８６０,６１１,６５９計

　　　エ　償　　還　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

　⑹　創造的中小企業創出支援事業

　　　創造的事業活動を行う中小企業に対し、関係機関と連携し支援事業を実施した。

　　①　ベンチャー企業創出支援事業連絡会議の開催等

　　　　本事業の円滑な推進を図るため、徳島県、特定ベンチャーキャピタル関係者の参加を求め、

ベンチャー企業創出支援事業連絡会議を開催した。

　　　　開催年月日　　　平成２０年８月２８日

　　②　フォローアップ事業

　　　　ベンチャー企業創出支援事業で投資実行のベンチャー企業を支援するため、次の事業を実施

した。

　　　ア　投資先企業巡回訪問調査

　　　　　平成１０年度から１５年度の投資先２４社について、投資計画の進捗状況・経営状況等を把

握するため巡回訪問調査を実施した。

　　　イ　専門家による投資先企業巡回訪問指導

　　　　　平成１１年度から１５年度の投資先１５社について、専門家（中小企業診断士）による巡回

訪問指導を実施した。

　　　ウ　投資先企業に対する新たなフォロー対策の基礎資料とするため、特定ベンチャーキャピタ

ルに協力を求め、投資先企業個別の経営状況、償還に対する評価等、投資先２４社について

状況調査を実施した。 
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　　③　繰上償還・代位弁済

　　　ア　約定・繰上償還 （単位：千円） イ　代位弁済 （単位：千円）

償　還　額企業数預 託 年 度

４８５,０００９平成１０年度

３０,０００１平成１１年度

１０,０００１平成１３年度

５２５,０００１１計

償 還 額企業数預 託 年 度

４５,５００２平成１０年度

２１,０００１平成１１年度

６５,０００３計

　　④　「ベンチャー企業ステップアップ資金」支援事業

　　　　投資企業の資金支援を目的に創設された「ベンチャー企業ステップアップ資金」において、

同資金を利用する企業を支援するため、次の事業を実施した。

　　　ア　専門家による訪問指導

　　　　　ステップアップ資金活用を希望する投資先３企業に対して、事業計画の策定、融資資金の

有効活用、返済計画等について専門家（中小企業診断士）による指導を実施した。

　　　イ　ステップアップ計画の承認

　　　　　ベンチャー企業ステップアップ計画審査委員会を開催し、ステップアップ計画提出３企業

についてステップアップ計画を承認した。
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　⑴　ものづくりビジネス支援事業（４６,３１０千円）

　　　県内ものづくり企業の一層の取引拡大と円滑な取引の推進を図るため、発注企業を訪問し、下

請取引に係る情報収集を行い県内企業へ情報発信を行った。県内企業の技術力等の情報発信・販

路拡大を支援するため、「徳島ビジネスチャレンジメッセ２００８」内に地場産業の専用展示ゾーン

を確保し、その出展するのを支援した。

　　　また、経営や販路開拓に関する相談には職員が巡回訪問をし、情報提供及びアドバイスを実施

した。

　　①　登録の推移及び登録企業の巡回訪問

　　　　未登録企業の登録については、新規に受注企業２件（縫製１・機械金属１）の登録を行った。

また、登録企業に対しては巡回訪問及び調査書等により、企業の状況を把握するとともに企業

ニーズに対応した。

累　　　　　計本　　年　　度前年度までの計年度
登　

録　
別

業種別

計受　注発　注計受　注発　注計受　注発　注

県
外

県
外

県
外

県
外

県
外

県
外

県
外

県
外

県
外

２５２０２１１４８２４５４１１２５２０１１１４７２４５４縫 製

５３５４１３０７４４７
△１

１
△１

１
５３５４１３０７４４７機械金属

７４６４１０７４６４１０木 工

４２３３９４２３３９そ の 他

３０６７２２５５２２８１２０
△１

２
１

△１
２
１

３０６７１２５５１２８１２０

３　企業振興支援部

（単位：件数）

　　登録企業の巡回訪問　　県内２０６企業 △廃業　

　　　②　登録企業（機械・金属関係）の製品・設備・事業内容を調査し、更なる取引の拡大・開拓

や PR に資するためガイドブックを作成した。

　　　③　地場産業展示商談会

　　　　　「徳島チャレンジメッセ２００８」内に地場産業の専用ゾーンを確保し、その出展を支援した。

　　　　　徳島市（アスティとくしま）　平成２０年１０月１６日〜１８日　５０小間　２８企業・団体
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　　　④　広域商談会

　　　　　広域的な受注機会の増大を図るため、県内外より発注企業３１社の外注担当者を招き、広域

商談会を香川県財団と共催で開催した。

　　　　　高松市（ウェルシティ高松）　平成２０年１１月１９日（参加３６企業）

　　　⑤　発注開拓

　　　　　県外では、中国・関西地方を中心に発注企業２９社（機械金属、縫製業）を訪問し発注開

拓に努めた。

　　　　　また、下請中小企業からの受注の申出、技術や苦情相談等について相談・支援を行った。

　　　　　県内中小企業への取引あっせん状況・あっせん成果

あっせん成約金額（千円）成　立　件　数あっせん件数
区分

業種

２７４,７１５

０

９

０

１７２

１２

県　　　外

県　　　内

機
械
金
属 ２７４,７１５９１８４計

１１,９６０

１,８７０

４

３

５６

１２
県　　　外

縫　
　

製 １３,８３０７６８計

００１県　　　外そ
の
他 ００１計

２８８,５４５１６２５３合　　　　計

　　⑥　中小企業総合展の支援

　　　　下請中小企業の広域的な受注機会の増大及び新規取引先の拡大を図るため、中小企業総合展

（インテックス大阪：平成２０年５月２８日〜３０日）へブースを確保し、県内中小企業の PR

と発注取引情報の収集をした。

　⑵　とくしま経営塾「平成長久館」事業（創業分野）（５,２３４千円）

　　　地域産業の活力となる起業家の輩出を促進するため起業家や大学生を対象として、起業家人材

を育成するための講座を開講した。講座の内訳については、企業振興支援部に一括して記載。

（報告書１７〜１８頁）

　⑶　産業人材確保支援事業（経済産業省補助事業）（２１,９５２千円）

　　　県内への企業の新たな立地や増設等の設備投資を誘引するため、企業が求める人材情報を収集

し、全国規模で職業紹介を行う職業紹介企業と連携して人材確保事業のシステムづくりを進めた。



─　14　─

　　　今年度は登録システム及び広報を重点的に実施した。

　　　　求職者登録数 １４２名 求人企業登録数 １１１企業

　　　　あっせん件数 ３４件 決定件数 ５件

　⑷　県内中小企業製品・技術販売支援事業（１２,８７０千円）

　　　県内の企業の LED 関連の商品・技術の販売支援を行った。

　　①　ハノーバー・メッセ出展支援

　　　　平成１９年度事業で確保した展示スペースの開設・運営及び職員配置、通訳等の確保を行っ

た。

　　　　出展企業　１０社１団体（８小間）

　　　　商談件数　３８５件（見積依頼２件、後日訪問約束２２件、販売代理８件、その他３５３件）

　　②　LED 産業サポート事業

　　　　LED に関連した企業発掘及びネットワークづくりを行うためコーディネーターを配置し、

支援活動を行うとともに県内企業の実態調査、LED 市場の調査並びに市場セミナー、商品開発

セミナーを実施した。

　　　　コーディネート活動

　　　　　企業訪問　１７３件（内県外１件）マッチング１件

　　　　LED 製品需要・開発実態調査

　　　　　対象企業　１,３０３社　　回収　２４１社（回収率１８.５％）

　　　　LED 関連市場の市場調査報告書の収集（３種類）

　　　　セミナーの開催

　　　　　市場セミナーの開催

　　　　　　平成２１年１月２３日　　参加者 ３８名

　　　　　　平成２１年３月１０日　　参加者 １６名

　　　　　商品開発セミナーの開催

　　　　　　平成２１年１月２３日　　参加者 １５名

　　　　　　平成２１年２月１８日　　参加者 ５名

　　　　　　平成２１年３月１９日　　参加者 １０名

　　　　　小学生向け LED 教材の開発、体験講座等の実施

　　③　JAPAN・SHOP２００９出展支援

　　　　２００９年３月３日〜６日　東京ビッグサイト

　　　　出展企業　７社

　　　　商談件数　５７９件（見積依頼１３件、図面依頼１件、試作依頼５件、後日訪問１６件、

　　　　　　　　　　　　　名刺交換等５４４件） 
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　⑸　県内中小企業製品・技術販売支援事業（９,１３９千円）

　　①　販路拡大コーディネーター設置事業

　　　　県外企業と県内企業のマッチング及び県内企業間の仕事のあっせん

　　　　相談・情報収集状況（マーケティング１２７件、技術７件、ビジネスプラン４件、販路１１件、

　　　　　　　　　　　　　　その他５件）

　　　　企業訪問件数　　県内　１２８件、県外　　４件

　　　　マッチング件数　県内　　１０件、県外　３３件

　

　　②　県外見本市出展支援

　　　　平成２１年６月２４日〜２６日に開催される機械要素技術展の小間を確保し、出展者を募集す

るとともに出展者の確定を行った。

　　　　（東京ビッグサイト　　８小間　　出展企業６社）

　

　　③　ものづくり商談会の開催

　　　　コベルコグループの企業群と徳島県内のものづくり企業との商談・技術の連携等を進めるた

め神戸市に会場を確保し商談会を開催した。

　　　　平成２０年１０月２９日、３０日　㈱神戸製鋼所・神戸総合研究所

　　　　　出 展 者　５０企業　４団体

　　　　　商談件数　２,０００件

　　　　　成約８件、試作依頼２件、見積依頼１０件、訪問・来訪２０件

　

　　④　地域資源活用成果報告会

　　　　地域資源を活用した産学官連携の「オカラを原料とする飼料の高品質化に関する研究」成果

を平成２０年１０月１６日〜１８日　ビジネスチャレンジメッセ２００８にて展示報告を行った。

　　　　地域資源循環型ビジネス研究会「とくしま SOY くふう」

　

　⑹　下請かけこみ寺事業（㈶全国中小企業取引振興協会受託事業）（３９０千円）

　　　全国中小企業取引振興協会から下請ガイドライン説明会の開催を受託するとともに相談機能を

強化するため、弁護士直接無料相談事業を行った。

　　　　ガイドライン説明会

　　　　　平成２１年２月２４日（繊維産業）　センチュリープラザホテル

　　　　　　　参加者 １５名

　　　　　平成２１年２月２６日（産業機械・航空機等）　センチュリープラザホテル

　　　　　　　参加者 ９名

　　　　弁護士無料移動相談会

　　　　　平成２１年２月２４日（石井町）　　相談者　３名

　　　　　平成２１年３月１０日（鴨島町）　　相談者　３名 
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　⑺　下請発注開拓事業（２６５千円）

　　　県内企業が下請企業となるべく新たに発注開拓を進めるため、県内企業の受注要望調査を行う

とともに県外の発注が可能と予想される企業の抽出を行った。

　　　　県内アンケート発送先企業 ３３０社

　　　　アンケート回収企業 １１４社

　　　　あっせん希望企業 ７３社

　　　　県外企業の抽出件数 ３,５３１社

　⑻　経営相談事業

　　　中小企業からの各種相談に対して、プロジェクトマネージャー、コーディネーターや職員が相

談に応じ、創業や経営革新等についての各種課題に対して適切な助言を行った。

内　　　　　　　訳

相　談

延件数

相　談

企業数

（実数）

業　　種

小

計

そ

の

他

事

業

提

携

Ｉ

Ｓ

Ｏ

Ｉ

Ｔ

ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン

労

務

資

金

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

経

営

全

般

（１）
２３　３　１　

（１）
１　１５　

　　
３　

（１）
２３　

（１）
１０　

製 造 業

（１）
１　

（１）
１　

　
（１）

１　
（１）

１　
卸 売 業

（２）
９　１　

（２）
２　３　１　１　１　

（２）
９　

（２）
９　

建 設 業

（３）
２２　２　

（２）
２　１０　３　

（１）
１　４　

（３）
２２　

（３）
１７　

小 売 業

（９）
６１　

（３）
２２　

（４）
４　２９　

（２）
２　１　３　

（９）
６１　

（９）
３６　

サービス業

（１７）
３８　

（６）
１１　

（９）
９　１３　１　

（２）
２　２　

（１７）
３８　

（１１）
２３　

そ の 他

（３３）
１５４　

（９）
３９　１　

（１９）
１９　７０　１　

（２）
７　

（３）
４　１３　

（３３）
１５４　

（２７）
９６　

計

※１　相談延件数の内訳については、複数の相談内容に係る内容のものについては、複数でカウントしている。

※２　（　）内は情報支援部の取扱件数であり、下段の内数

　⑼　とくしま経営塾「平成長久館」パワーアップ事業（３４,６００千円）

　　　新たな時代をリードする企業経営者や改善・改革を推進する組織内リーダーを育成するため総

合的に研修プログラムを提供し、企業や組織の核となる人材育成を支援するとともに、企業個別

の経営課題の解決を図るため、専門家派遣を実施し企業の経営革新、企業力の強化を支援した。
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　　①　速効経営助っ人事業

　　　　経営の革新・向上を目指す中小企業や創業者等が抱える種々の課題（ISO９００１認証取得、

ISO１４００１認証取得、ISO２２０００認証取得、マーケティング、生産管理・品質管理体制の再構

築等）の迅速な解決を図るため、民間の専門家を派遣し、適切な診断・助言を行った。（１企業

当たりの支援日数　最長：８日　最短：１日）

内　　　　　　　訳

派　遣

延件数

派　遣

企業数

（実数）

業　　種

小

計

そ

の

他

事

業

提

携

Ｉ

Ｓ

Ｏ

Ｉ

Ｔ

ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン

労

務

資

金

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

経

営

全

般

（２）
６０　３２　

（２）
２　７　１９　

（２）
６０　

（２）
１４　

製 造 業

１１　２　９　１１　４　
卸 売 業

１４　８　６　１４　３　
建 設 業

（６）
２３　１１　

（６）
６　６　

（６）
２３　

（１）
４　

小 売 業

１８　６　１２　１８　４　
サービス業

６　６　６　１　
そ の 他

（８）
１３２　５７　

（８）
８　１５　５２　

（８）
１３２　

（３）
３０　

計

　　②　とくしま経営塾「平成長久館」事業

　　　　中小企業の経営者や従業員、創業を目指す方等に対し、時代の変化に対応した革新力を持っ

た「強い組織づくり」のための知識や手法を習得できる研修・セミナー等の各種講座を実施す

ることにより、人材の育成を図った。

※１　（　）内は情報支援部関係の取扱件数であり、下段の内数

受講者数開催時期内　　　　　　　容区
分

社会人 １７

学生 ２５１

４/１７〜

７/３１

（１４日）

創業するために必要な会社設立、会社経営、資金調達、企業

会計、知的財産権、マーケティング、ビジネスプラン作成な

どの基礎知識を習得するための講座を開催した。

起業力養成講座
創

業

支

援

分

野

社会人 １

学生 ７

９/９，１１

１６，１８，３０

起業力養成講座で習得した基礎知識に基づき、創業に関して

要求されるビジネスモデルの構築能力を養成するための専門

的な講座を開催した。

ビジネスモデル構築能力

養成講座

１０３１０/１８

小学生を対象に、県内企業の社員等と共同で LED を活用し

た商品づくり等の実体験を通じて、地元企業に対する興味を

深めていただくための事業を実施した。

（新）

ヤングベンチャー体験事

業
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５８
９/２３，２７

１０/４，１８

早期からの起業意識の啓発を図るため、県内の中学生・高校

生を対象として模擬会社を設立し、販売、決算、株主総会、

会社解散までの一連の流れを実体験し、更に企業への訪問見

学及び１日社長秘書体験などを実施した。

ジュニア起業家体験事業
創

業

支

援

分

野

１７

10/8，１５，２２

２/２５

３/１１，１８

これから創業を目指す方及び創業後、間がない方を対象に、

経営上の留意点、事業計画の立て方等を中心とした講座を開

催した。

起業家輩出支援講座

307

６/１０〜

１２/１８

（２５日）

資金調達、法律知識、会社設立の手続き等、創業に必要な事

項を学んでいただくためのセミナーを開催した。仕事をお持

ちの方でも受講できるよう、夜間に開催した。

起業家イブニングセミ

ナー

７６１支 援 分 野 計

受講者数開催時期内　　　　　　　容区
分

３５
７/２３

８/６，２１

経営革新・新事業領域の創造のあり方やその方法等、経営品

質の基本的な内容を理解いただくため、VTR による事例研

究やグループディスカッションを取り入れた実践的な講座を

実施した。

商い繁盛塾

経

営

革

新

分

野

１７８６/３

新分野進出により経営革新、地域活性化を実践している株式

会社アオキの代表取締役、青木豊彦氏を招き、同社の経営革

新の取り組みについての講演を実施した。

経営革新セミナー

４６１０/２４

㈶省エネルギーセンターからエネルギー使用合理化専門員の

坂東修氏を招き、中小企業における省エネルギーの必要性や、

省エネ推進への考え方等について、事例を交えての講演を実

施した。

（新）

ブレイクスルーセミナー

１７５１１/１３

グローバル競争が激化する中、トヨタグループの源流である

株式会社豊田自動織機から顧問の磯谷智生氏をお迎えし、ト

ヨタグループの経営やものづくりのあり方、人材育成の取り

組みについて講演を実施した。また㈳中部産業連盟主任コン

サルタントの蟹江正康氏を招き、職場での改善活動の進め方

に関する講演を実施した。

現場力向上トップセミ

ナー

６０８/２７

有限会社はとバスの元社長、宮端清次氏を迎え、コスト改革、

意識改革により、倒産寸前の同社を再建した経験談から、企

業におけるリーダーの役割について講演を実施した。

経営改革セミナー

５３
１１/１０

１１，１７，１８

品質管理及び品質保証のための国際規格である ISO９００１の

認証取得にあたって内部監査員として必要とされる知識を身

につけ、監査技法を総合的に習得するため、要求事項やシス

テム構築等のポイントを演習形式で学ぶ実践的な研修を実施

した。

ISO９００１内部監査員養

成研修

６５
７/２，３

１７，１８

環境に配慮した事業活動を行うためのマネジメントシステム

の国際規格である ISO１４００１の認証取得にあたって内部監査

員として必要とされる知識、技法を総合的に習得するため、

要求事項、システム構築のポイントを演習形式で学ぶ実践的

な研修を実施した。

ISO１４００１内部監査員養

成研修

２０１０/１，２

企業の管理者向けに、現状把握、解決策の作成、変革推進の

ステップで求められる課題形成のスキルを演習を通じて学ぶ

研修を実施した。

（新）

課題発見・解決力強化講

座

５９９/１７，１８

自社の商品、サービス、企画等を理解してもらうために必要

なプレゼンテーションの基本的な知識、テクニックやノウハ

ウを学ぶ研修を実施した。

（新）

プレゼンテーション能力

向上研修

５４７/８，９

職場の問題解決や生産性向上を図り顧客満足を高めていくた

めに、問題解決型 QC ストーリーを軸に模擬小集団活動（グ

ループ演習）を通じて体験的にグループ活動の必要性・重要

性や QC 等の問題解決手法を学ぶ研修を実施した。

改善能力向上基礎研修①
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２７１２/４，５

職場で生まれる様々な課題、目標に対して適切なシナリオを

描き、着実に達成していくため、課題達成型 QC ストーリー

を軸に、模擬小集団活動（実習）を通じて体験的にグループ

活動の必要性・重要性や課題達成手法を学ぶ研修を実施した。

改善能力向上基礎研修②

経

営

革

新

分

野

３９３/１７

改善エキスパート認定者等を対象に、他社の改善活動の取り

組みや考え方を学び、相互理解を深めるとともに、グループ

演習等を交え、実践的で高度な知識やスキルを学ぶ研修を実

施した。

エキスパート能力向上研

修

４３５/２１，２２

現場の改善に欠かせない５ S（整理・整頓・清掃・清潔・躾）

活動とムダとり（作業の無駄を取る仕組み）について豊富な

事例や演習をもとに基礎知識とノウハウを習得する実践的な

研修を実施した。

フレッシュリーダー研修

（現場改善実践講座）

１８８/２７，２８

県内企業で働く女性を対象にこれからの時代にリーダーとし

て求められる役割や考え方についてマネジメントスキルの基

礎知識やキャリアアップの方針となる成長目標を作成する等

グループ演習を交え実践的な研修を実施した。

働く女性のキャリアアッ

プ研修

１７５１１/１９

日本証券代行㈱取締役相談役遠藤勝裕氏を迎え地震等の災害

発生時における BCP（事業継続計画）に関するセミナーを実

施した。

企業防災セミナー

３０７/９，１０，１１
貿易実務の基礎知識について、輸出入実務・書類作成演習、

実践的なロールプレイ等を通じて学習する研修を実施した。

国際ビジネス・チャレン

ジ塾実務講座

１,０７７支 援 分 野 計

受講者数開催時期内　　　　　　　容区
分

２６９/５

１１月上旬に開催予定の「ICT 未来セミナー」に向けたプレ

イベントとして、ICT を活用した経営革新をテーマにしたセ

ミナーを開催した。

（新）

ICT 気付きセミナー

Ｉ

Ｃ

Ｔ

・

企

業

情

報

化

支

援

分

野

１０９１１/７

１１月７日〜９日に開催予定の「地域 ICT 未来フェスタ

２００８in とくしま」において、最先端の ICT を活用したビジ

ネスを紹介した。

（新）

ICT 未来セミナー

５２２/１２

ICT 業界の動向をわかりやすく解説し、ICT に対する理解を

深めるとともに ICT 投資の参考にしていただくなど、マネジ

メント能力の習得を図った。

経営者のための ICT マ

ネジメントセミナー

（販 促 ツ ー ル 作 成 テ ク

ニック向上セミナー）

８８
８/２８，１２/２

，２/９

SOHO 事業者や SOHO に興味を持つ方を対象に、SOHO 事

業者や県内起業家を講師に迎え、必要な知識の習得を図った。
SOHO 支援セミナー

２１３/２５

最新の ICT テクノロジーに触れることで、業界の動向を把握

し、自社のサービスや業務管理システムに活かしてもらうこ

とを目的にした講座を開いた。

（新）

最新テクノロジー講座

（携帯電話活用セミナー）

１８３/１２

自社サイト訪問者の属性やネットショップの販売データを分

析したり、アンケートを実施して消費者の意見を吸い上げる

など Web を活用したマーケティング手法の習得を図った。

Web マーケティング講

座

１１２/２４，２５，２６
プログラムを作成するためのプログラミングの初歩を学ぶと

ともに業務で使える実践的な技法の習得を図った。
プログラミング講座

４１１/２０，２１
実務に即したAuto CADの操作方法を、演習を交えながら習

得させた。
Auto CAD 講座

５１

７/９，１０

９/２４，２５

１１/１８，１９

情報通信関連産業への就労を目指す方を対象に、パソコン活

用や会話手法などのビジネスに必要とされる技術を習得し、

円滑な就労を支援した。

（新）

ビジネススキルアップ講

座

１２７/２９，３０
売上データの整理・分析や支出管理など、会計管理の手法の

習得を図った。
会計処理講座
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１１２/４，５

DM を使った効果的な広告手法や、顧客の購買履歴を分析し

た効率的な営業方法など、商品販売に不可欠な顧客マーケ

ティングの手法の習得を図った。

顧客マーケティング講座

Ｉ
Ｃ
Ｔ
・
企
業
情
報
化
支
援
分
野

１１９/１０，１１

プレゼンテーションソフトを活用して見栄えするプレゼン

テーション資料や説得力のある営業用資料を作成するテク

ニックの習得を図った。

（新）

プレゼンテーション講座

１９２/１８，１９

デジタルカメラやペイントソフトのテクニックを習得し、ア

クセス向上のためのホームページ作りに活用できるノウハウ

の習得を図った。

画像処理講座

１１７/２３，２４

自社の製品や取扱商品を PR し、売上アップを目指すための

手段として、パンフレットやチラシ、POP の作成手法の習得

を図った。

（新）

商品 PR 力向上講座

２１随時
「とくしま e ラーニングスクエア」としてインターネットに

よる e ラーニング教材を提供し、ICT 技術の習得を図った。
e ラーニング活用講座

４４４支 援 分 野 計

２,２８２支 援 分 野 合 計

　⑽　とくしまあったかビジネスパラダイス事業（６,１２７千円）

　　　コーディネーターを設置し創業等の支援を実施する他、創業者等の優れた事業計画を認定し、

関係機関との各種連携支援を行い、創業の振興による経済活性化を図ることを目的として認定支

援を実施した。

　　　　認定審査委員会開催数　６回

　　　　審査件数　２１件（⑲年度からの県知事認定件数（累計）３９件）

　⑾　あったかコンペ平成藍大市事業（１,５００千円）

　　　県の認定等を受けた、地域密着型の創業や経営革新を行う者の事業の成果を専門家や一般県民

が評価して顕彰し、もって創業や経営革新への取り組み意欲を高めるとともに、その計画達成を

支援し、地域経済活性化を図ることを目的として、参加企業の募集、県民投票、平成藍大市審査

会等を行った。

　　　　参加企業　５社

　　　　平成藍大市審査会　平成２０年９月２５日

　⑿　徳島県経営品質賞推進事業（２,９００千円）

　　①　徳島県経営品質賞推進事業

　　　　顧客の視点から経営全体を運営し、自己変革を通じて新しい価値を創出し続けることのでき

る「卓越した業績を生み出す経営の仕組み」を有する企業・組織を顕彰する「徳島県経営品質

賞」への申請企業を募集し、審査を通じ県内の企業が競争力のある経営構造へと転換を図るた

めの支援を実施した。

　　　　２００８年度は応募した２企業に対して審査を実施した。判定委員会による検討により、表彰

は見送った。 
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　　②　簡易経営診断（簡易アセスメント）の実施

　　　　経営品質賞説明会を開催するとともに、経営品質向上プログラムに基づいた自社の経営点検

を希望する企業を募集し、評価シートでの自己チェックや専門家による経営者へのヒヤリング、

診断結果のフィードバックを通じて、自社の経営状況の把握や、経営品質に対する理解を深め

るための支援を実施した。

　　　　　実施企業件数　８件

　⒀　改善エキスパート認定事業（３００千円）

　　　企業内で改善活動を推進・指導するという管理技術に優れた人材を改善エキスパートとして認

定し、社会的評価を高め、より活躍してもらう原動力とし、また、その優れた技術を継承・発展

させ、後進者の確保及び育成を図ることにより、県内企業の競争力強化を支援することを目的と

した認定事業を実施した。

　　　　改善エキスパート認定人数　５人

（⑯年度からの改善エキスパート認定人数（累計）５７人）

　⒁　徳島県経営品質協議会連携事業

　　　経営全体の品質（経営品質）を高めるという視点から経営革新活動を行っている徳島県経営品

質協議会の活動を支援するため、協議会と連携し、自社の取り組みに対する助言や経営品質に関

する疑問や理解できない内容等の経営品質に関する相談に対し、専門家がアドバイスを行った。

　　　　開 催 日　　平成２０年５月８日、９日、７月１５日、１６日、８月１日、２日

　　　　実施件数　　２件

　⒂　徳島県 KAIZEN企画協議会連携事業

　　　TQM（総合「質」経営）の視点から様々な活動を行っている徳島県 KAIZEN 企画協議会の活

動を支援し、協議会と連携して次のような研修等を実施した。

　⒃　とくしま経済飛躍ファンド事業

　　①　LED バレイ推進枠

　　　　LED バレイ推進ファンド（４０億円）の運用益をもって、LED バレイ構想の実現を図るため、

その推進に資する事業を実施した中小企業等に対し、事業の実施に必要な経費の一部を助成す

会員参加数開　催　日内　　　　　　　容

８名６月１７日改善能力向上基礎研修（問題解決）事前研修

８名７月８・９日改善能力向上基礎研修（問題解決）（平成長久館事業共催）

７名１１月１９日改善能力向上基礎研修（課題達成）事前研修

１０名１２月４・５日改善能力向上基礎研修（課題達成）（平成長久館事業共催）
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ることにより、地域経済の活性化を図った。

　　　　　平成２０年度助成事業の助成金交付件数 １３件

　　　　　平成２０年度助成事業の助成金交付額 ４４,２６９千円

　　②　地域資源活用枠

　　　　とくしま経済飛躍ファンド（６０億円）の運用益をもって、徳島ならではの地域資源を活用し、

競争力を有するオンリーワン産業を創造する各種事業に対して、事業の実施に必要な経費の一

部を助成することにより、地域経済の活性化を図った。

　　　　　平成２０年度助成事業の助成金交付件数 １２件

　　　　　平成２０年度助成事業の助成金交付額 ３２,９６４千円

　　③　農商工連携枠

　　　　農商工連携ファンド（２５億円）の運用益をもって、安全で豊かな本県の農林畜水産物と、中

小企業の有する優れた技術を連携させた農商工連携体等による各種事業に対して、事業の実施

に必要な経費の一部を助成することにより、地域経済の活性化を図った。

　　　　　平成２０年度助成事業の助成金交付件数 ８件

　　　　　平成２０年度助成事業の助成金交付決定額 ２６,１２０千円

　⒄　産学連携人材育成事業（産学人材育成パートナーシップ事業）

　　　　　　　　　　　　　（経済産業省受託事業）（５７,６２５千円）

　　　国の委託を受け、課題解決能力を持つ製造現場の中核人材を養成するカリキュラムを開発する

ため、昨年度の講座を修了した受講生２３名を対象に、平成２０年６月から１２月までの間１８３時間

の座学、演習、インターンシップによる講義を行った。また、これら教育と平行して、教育プロ

グラム開発委員会により、教育内容や進め方を検討し、プログラムや教材の開発を行うとともに、

教育プログラム評価委員会によるプログラム内容等の評価を受け、実効性のある人材育成プログ

ラムとして「ものづくり企業における課題解決型の革新的中核人材育成プログラム」を開発した。

　⒅　地域企業立地促進等事業（経済産業省補助事業）（４,７９５千円）

　　　特定産業集積活性化法に基づく計画により、「機械金属関連産業」「木材・木工関連産業」、産学

官連携により「食品関連産業」、県における計画により「LED 関連産業」「健康・医療関連産業」

「情報通信関連産業」等において、産業集積の取組が進められてきた。そこで産業集積を図り企

業立地を促進するために、本県における技術者等について、市場が求める製品開発等に対応する

ことが可能な高度なスキルを持った人材の養成を行った。

　　　　企業への現地指導　　　　　４５件

　　　　人材養成に関する研修　　　１３回
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　⒆　地域力連携拠点事業（経済産業省受託事業）（８,４８１千円）

　　　平成２０年５月３０日に「とくしま産業振興機構地域力連携拠点」を開設、応援コーディネーター

を１名配置し、企業等の生産性向上に向けた企業が直面する様々な課題解決のため、他の支援機

関等と連携して、経営力の向上や創業者に対する支援を実施するとともに、「とくしま事業承継支

援センター」を併設し、事業承継の支援を行った。

　　①　相談事業

　　　　各企業の経営課題を把握し、支援に繋げるため、相談窓口を設置し応援コーディネーターが

中心となって、中小企業が直面する様々な課題解決に向けた相談を実施した。

相談延件数
相談企業数

（実数）
相　　　談　　　内　　　容

１５３IT 活用に関する相談

３２１３経営革新に関する相談

５５１６地域資源活用に関する相談

７５２６農商工等連携に関する相談

５１３９創業に関する相談

７６事業承継に関する相談

７２３６その他

３０７１３９合　　　　　　　計

　　②　専門家派遣事業

　　　　相談の結果、国等の各種認定を目指す企業の課題解決を支援するため、適切な登録専門家を

必要に応じて派遣した。

　　　　派遣企業数（実数）　１１企業　　派遣延件数　３７件

　　③　情報提供事業

　　　　当機構が重点項目と定める支援項目についてセミナーを開催し、企業の課題解決に有益な情

報の提供を行った。

参　加　数開　催　日重点項目に係る情報提供

２８３月１３日地域資源活用セミナー　

４８１月１９日農商工連携セミナー

１６１２月４・５日事業承継セミナー

２３１１月２６日後継者育成セミナー
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４　情報支援部

　　中小企業に役立つ経営情報や技術情報を収集・提供するとともに、コンピュータの導入・利用促

進及びソフトウェアの活用、情報ネットワーク化等に関する相談指導・助言を行い、企業の情報化

を支援した。

　⑴　支援体制整備円滑化事業（１８,５９２千円）

　　①　情報収集

　　　ア　新聞や経済誌などを購入するとともに、関係機関から機関誌や報告書・調査書などの提供

を受け、整理・保管し、閲覧に供した。

　　　イ　オーディオビジュアルライブラリー

　　　　　中小企業の経営に役立つ研修・経営用のビデオテープ・DVD を整理・保存し、閲覧・貸

し出しに供した。また、ホームページにデータベースを整備し、検索サービスを提供してい

る。

　　　　　購 入 数　　　　　２１巻

　　　　　保 管 数　 　 　　８５４巻

（内訳：研修関係２２０巻、技術関係１４１巻、経営関係３８５巻、環境関係１０８巻）

　　　　　貸 出 数　４９件　２７１巻

　　②　情報提供

　　　ア　情報誌「企業情報とくしま」の発行

　　　　　経営に関する動向、戦略、基礎情報等を掲載した「企業情報とくしま」を毎月１,４００部印

刷し、県内中小企業、行政機関、商工団体、組合等に配布提供した。

　　　イ　ホームページ及びメールニュースによる情報発信

　　　　　ホームページや電子メールを活用し、企業経営に役立つ情報を適時・的確に提供した。

　　　　　メールニュース提供先　４８４件　　　発信回数　４７回

　　　ウ　経営相談事業

　　　　　来所、電話等による個別相談を実施し、その件数は３３件であった。相談内容については企

業振興支援部に一括して記載（報告書１７頁）

　⑵　とくしま SOHO支援事業（１８,５５９千円）

　　　IT を活用した SOHO 事業者の創出を支援するため、㈱徳島健康科学総合センター内に「SOHO

プレイス」を設置、小規模オフィス１４室を提供した。

　　　入居状況（３月末現在）９室 
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　⑶　速効経営助っ人事業（専門家派遣）（６７４千円）

　　　専門家の派遣を希望する中小企業等３社に対し、ITシステムの更新等に関する個別指導を実施

した。派遣内訳については、企業振興支援部に一括して記載。（報告書１８頁）

　⑷　とくしま経営塾「平成長久館」事業（ICT・企業情報化分野）（５,４４７千円）

　　①　中小企業のための IT（情報技術）研修の実施

　　　　中小企業の情報化を推進するため、経営者や従業員の啓発や能力向上のための研修（１４コー

ス・延べ１８講座）を実施し、延べ４４４名が受講した。

　　　　講座内訳については、企業振興支援部に一括して記載。（報告書１９〜２０頁）

　　②　ｅラーニング活用講座の実施

　　　　Web ページ上に「とくしま e ラーニングスクエア」（１５コース）を開設し、延べ２１名が受

講した。

　⑸　調査分析事業（５２３千円）

　　　中小企業の景気動向を的確・迅速に把握するため、１５業種、５４６社を対象に四半期ごとに景況

調査を実施し、公表した。

　⑹　情報処理技術者試験事業（（独）情報処理推進機構受託事業）（１,３２１千円）

　　　情報処理技術者のスキルの向上を支援するため、平成２０年４月２０日、同年１０月１９日の年２

回情報処理技術者試験を実施した。

　⑺　IT経営応援隊事業（四国生産性本部受託事業）（７６６千円）

　　　平成２０年９月５日に ICT 気づきセミナーを開催した。（参加者数２６名）また、１１月７日〜９

日に開催された地域 ICT 未来フェスタの協賛の一環として、ICT 未来セミナーを１１月７日に開

催した。（参加者数１０９名）

　⑻　光の話題づくり事業（１,１７６千円）

　　　LED バレイ構想推進の一環として、「LED といえば徳島」という地域ブランド化を目指すため、

「光の八十八ケ所」「LED 応用商品」のホームページを作成するとともに、冊子を作成し、広く

PR に努めた。
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５　産学連携推進部

　⑴　地域科学技術振興事業（文部科学省受託事業）（７３,５４７千円）

　　　徳島地域の特徴である糖尿病関連研究の推進とともに、地域における新たな産業の創出を目指

すクラスター形成に不可欠なビジネスモデルを検討することを通じて健康・医療クラスター構想

の再構築及び実現に向けた計画の策定を行った。

　　　具体的には、産学官関係者が緊密な連携のもと、１,０００人規模で対象者を絞り、経年的に生活習

慣調査や血液検査を実施して糖尿病に関する原因因子を探求するコホート研究、さらには遺伝子

面での研究や糖尿病発症メカニズムの研究等を実施するとともに、徳島大学と香川大学など県内

外６大学との共同研究を促進するための広域治験ネットワークの基盤強化を行った。

　　　また、研究成果を活用した事業化を見据えたビジネスプランの作成のための市場調査を実施す

るとともに、クラスター形成を推進する事業総括、科学技術コーディネータ、アドバイザーなど

の配置によりマネジメント体制の強化等を図った。

　⑵　徳島県産学官連携推進事業（５６,２９３千円）

　　　産学官連携により県内企業の産業化支援、さらには本県が目指す「健康・医療クラスター形成」

を促進するため産学連携推進部内に地域の中核機関としてクラスター本部を設置した。クラス

ター本部には、事業化統括等を常勤で配置し、糖尿病克服を目指す研究開発を中心に、大学等研

究機関及び事業化を目指す地域企業等とのマッチングを支援した。

　　　また、徳島大学病院内に設置された「糖尿病対策センター」に対しコホート研究等を委託する

ことにより、健康・医療クラスター形成の促進を図った。

　⑶　地域イノベーション創出研究開発事業（経済産業省受託事業）（８０,４３４千円）

　　　研究開発テーマ「溶接現象リアルタイム可視化技術による品質保証システム」に係る管理法人

として、県内企業１社、大阪大学、県立工業技術センターによる共同研究開発プロジェクトを推

進し、リアルタイムで溶接部を観察できる可視化装置のプロトタイプを試作するともに、これを

用いて溶接部欠陥を評価する技術開発のためのデータ収集等を行った。

　⑷　広域的新事業支援ネットワーク拠点重点強化事業（経済産業省補助事業）（５,２５４千円）

　　　徳島健康・医療クラスターの形成に向けて、地元企業を中心とした産学官ネットワーク構築を

推進するとともに、「香酸カンキツ加工・流通研究会」を設置・運営した。

　　　また、首都圏の展示会へ出展支援することにより県内企業の販路開拓を促進するとともに、

ネットワーク構成企業に対する健康・医療産業に関する情報提供セミナーの開催やビジネスチャ

レンジメッセでの広報啓発を実施した。
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参加者数　　テ　ー　マ　名開　催　日回

２５名
・スダチ搾汁残渣中の有用成分回収技術について

・農家に歓迎される堆肥とは
平成２０年８月２２日第１回

３１名

・超音波霧化分離装置による香酸カンキツからの香気成

分回収技術及び悪臭除去装置としての利用

・酸素ガス加圧殺菌装置によるカンキツ果汁の非加熱殺

菌技術の開発

平成２１年２月３日第２回

　　・香酸カンキツ加工・流通研究会

　　・食品開発展２００８

　　　開催日：平成２０年１０月１５〜１７日

　　　場　所：東京ビッグサイト

　　　内　容：県内企業３社の健康関連食品の出展を支援

　　・情報提供セミナー

参加者数　　テ　ー　マ　名開　催　日回

１６名・メタボローム研究の概要と医薬・食品分野への応用平成２０年１１月６日第１回

２２名
・百薬の長、日本酒の持つ機能性及びその醸造技術全般

について
平成２０年１２月１１日第２回

２５名・メタボ予防に向けた脂肪細胞機能を抑制する食品成分平成２１年３月１８日第３回

　　・ビジネスチャレンジメッセ２００８

　　　開催日：平成２０年１０月１６〜１８日

　　　場　所：アスティとくしま

　　　内　容：販路開拓に向けた事業紹介のパネル展示

　⑸　LED応用製品放熱対策研究会事業（４,８０２千円）

　　　県内企業８社と徳島大学、阿南工業高等専門学校、県立工業技術センターが参画する研究会を

設置し、LED の放熱対策に関する課題抽出から以下の３つの分科会により研究開発及び試作を

行った。

　　・放熱形状研究分科会（研究テーマ：放熱効率の高いアルミ製放熱フィンの開発）

　　・放熱シート分科会（研究テーマ：紙製放熱フィンの開発）

　　・一体成形 LED 照明分科会（研究テーマ：放熱樹脂一体成形 LED 照明の開発）




